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構造改革特別区域制度のスタート

物憂とヱ夫の虜争ノによる脱化への前線みカ胤ノアい若す

□　構造改革特区の導入

碧彗弼鑑報重責聾警護蓋畢鮎産品、
こうした取組みにより、
一　特定地域におけ
とにより、全国
国全体の経済が澄轡聖憲配李岩岳
‾豊新指澄童粘由毒欝痛品矯程
化、

などが期待。

□　これまでの提案状況

‾捕酢節蹴
‾捕酢辟振
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15日締切）
48、民間164）
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勤き方やライフステ「ジに応じた支援のための

－子育て安産や新たを若年者支度か塚原ざれています

□謂無璧滞貨孟短篇雪駄遥呈
取組みが進行中。

一　特定保育事業（3歳未満児を対象、週に2、3日、
または午前か午後のみ柔軟に利用可）を創設。

一　急な保育ニーズに対応するファミリー・サ

㌻毒晶．晶路語群鞄14年1。月248ケ
所）。

‾甥禦銘記ブは平成13年から14年にかけ

□　派遣労働の見直し（関係法案を国会に提出中）

‾派群雲瑠姦間制限を見直し、時まで受
入れ可能に。

一　派

間

務
の
間鑑識；て解禁（施行から咋

□　若年者トライアル雇用制度
ー　ノ＼［］

満）
い、
年12套謝照憲識語
l宗宗き試豊．＼芋蔓〒≒芸
用に移行。

□　学生と社会の相互交流の進展

‾真芸該磁療堀野
‾欝翳詣誌、僻詣毒覆蒜専署常雪
「トライやる・ウィーク」を積極的に実施。
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循環型経済社会の構築への取組み

一世男八二雄耽先端粒を窟舶飢進んでいます

口先端的な環境対応

‾郡毒害賢燃料電池自動車を政府が導入（平

‾箆害賢儲私怨呈抑
台⇒14年末
12月販売分】）。

‾野軌撮願摘醍
●焉蕎牽配許処分量が減少（平成12年度は

□　燃

控
た
化

料
燃

霧

燕唱鷺謝琶軍規警嘉紆強

更
踪

ー　燃料電池自動車での公道走行に大臣認定が必要、
一　水素スタンドはガソリンスタンドとの併設が不
可、

‾竃莞璧解蕎抽醍こ娃物算哲恐払、
等が必要

など、その導入を想定した体系となっていない。
燃料電池の普及に向け、平成16年度までに技術の進
歩を踏まえて関連規制を見直す。



都市再生に向けた取組み

－／都をノの麒カと∠覇祭窟争カを高め、その再生を実習する
励みカ胤ノアい‘若す

□　画期的な都市再生のスキームの導入（「都市再生特別措置法」等）
「都市再生緊急整備地域」（※現在44地域　5722㌶）内の「都市再
生特別地区」においては、

一　既存の用途、容積率等の規制を適用除外とし、地域の実情に応
じた自由度の高い都市計画を定めることが可能、

一　民間事業者による計画の提案が可能（地権者等の3分の2以上の
同意が必要）であることに加え、提案後6ケ月以内に都市計画
決定等の通知を行うこと等、

民間の創意工夫を活かした都市再生事業の迅速な実現が期待。

※活用事例：「大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域」
・大阪駅北地区［J R大阪駅に隣接する梅田貨物駅移転後の用

地等24㌶］：開発構想等について国際コンセ70卜］ンへ0を実施等。
・心斎橋筋一丁目地区［心斎橋そごう大阪店周辺約0．5㌶］：都

市再生特別地区の都市計画決定第1号、「心斎橋そごう」の

高層化等

□　全国都市再生のための緊急措置～稚内から石垣まで
「身の回り」の生活の質の向上と、「地域経済・社会」の活性化を図
るため、全国の地方公共団体、民間団体等から、計画の提案を募集、
新しい展開を即す意欲的な内容を含むものを重点的に支援。（現在、
840件程度の応募）

【大阪駅北地区】



虜事故芳醇の中で就究成若の在会還元への部艇身カ胤ノアいます

ロ　大学改革の推進
一　国立大学の法人化
平成16年4月を目途に法人化。大学の自主性、自
律性が高まり、大学の個性化・活性化が推進される。
特に非公務員型を採用することにより、勤務形態や
処遇の弾力化が可能になり、産学宮連携の一層の活
発化が期待。
国立大学教官の兼業・起業促進
構造改革特区等により、役員兼業等については法
人化を待たずに推進。

ロ　産学連携の進展状況

大学発ベンチャーが続々登場（平成12年以降年間
100件程度設立）。既に2社が株式公開（アンジェス
工ムジー【遺伝子医薬品開発】、トランスジェニック
【遺伝子分析】）（東証マザーズ）。
国立大学等と企業等とが積極的に共同研究を実施。
（平成13年度5，264件、対前年度30．7％増で過去最
高）。

大学による特許出願件数、特許取得件数が近年大幅
に増加。

承認TLO（教官個人または大学等の特許権を扱う
技術移転機関）の設立が加速（平成10年4件【技術移転
促進法立法当時］⇒平成13年31件に）

【大学発ベンチャー企業設立数の推移】

我 が 国 における過 去 5 年 の 大学 等発 ベンチャー企 業設 立 数 ‾
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電子政府の推進等に向けた取組み

－／γ姥の遊行で皇居か罫々顔形で虎適に在ります

ロ　電子政府の推進

一　行政手続オンライン化法の施行（平成15年2
月）等により、行政機関への申請・届出等の
手続（約21，000手続）のほとんどがインター
ネットで手続き可能に。
※　オンライン化される手続きの例
戸籍謄抄本の交付請求（年間約3，600万件）
パスポートの交付申請（年間580万件）等

－　また、行政機関の間の手続（約31，000手続）も
原則として平成15年度までにオンライン化す
る等、ペーパーレス化を進め、電子政府の基
盤を構築。

ロ　地理情報システム（GIS）の標準化

埠撃写陛超亭鎚毒害躍芸麺雷撃轟軍事
望㌍磐望粒報をイシタ至急竺淫塩Jこ戯品志

望椚醜畠乞（IS0）化を実現すること等に‾よ
地理情報利用環境の整備を推進。

繁撃門越蹄紆

【コラム／使い勝手は世界一？】

日本は、情報システムの使い勝手の工夫では世界最
先端を行っています。現在、次世代インターネット言
語を活用した地理情報システムG－XMLの導入開発
を進めていますが、その活用例には、こんなユニーク
なものもでてきています。

ひやりマップ：運転していて「ひやり」とした場所

を地図データに書き込めるようになっています。

交通事故に遭わないよう自己防衛に最適です。

電線マップ：電線が切れた部分を地園上で即表示。

補修業者が急行するのと、二次災害防止にも役立

ちます。

バスデータ：現在地に近いバス路線が表示できます。

将来は、バスの接近情報、道路渋滞情報にも使え

ます。

ほたるマップ：ほたるの生息地域情報をマップ上に

表示。観光産業にもお役に立つがも？
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物流効率化へ向けた取組み

一　脚力のある効率齢を濃密物務システムの好
男に盾！ナ亡励みカ望監4ノア仕君す

□　港湾における24時間フルオープン化に向けた取組み

一　荷役・ゲート作業の24時間フルオープン化

・荷役作業（コンテナ船からの貨物の積み

卸し作業）については1月1日を除き364日24時
間実施。
・ゲート作業（トラックで運搬されるコンテ
ナのターミナルでの受付作業）については土
日・祝日も8：30～20：00まで実施（主要港は
21：00まで実施）。

税関の執務時間外における通関体制の試行
主要港の税関支署において執務時間延長
（平日夜間21時土日休日は17時まで）を試行
（検疫所も連携）。本年7月から本格的に整備。

□　輸出入・港湾手続のワンストップサービス（シング
ルウィンドウ化）の推進

輸出入・港湾関連手続きのシングルウィンドウ化
（港湾管理者、税関、検疫所等に対する申請手続き
が、インターネット等を通じ完了）を本年7月中目
途の運用開始に前倒し。

も
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新事業創出へ向けた取組み

一　房鑑資本金好膠を謝管した虚業など新事業への務軒ノが断ています

口　最低資本金制度の特例措置（中小企業挑戦支援法等）

‾諸
芸歪

至≧

窮恕誌1浩論評協莞最低資本）0万円の

潜
の適用が緩和され、新た

撃艶豪さ孟盈鮎三軍謹会葺められ、ま
資本金の額が最低資本金未満でもよいことに。

l三至言誓書
ケ

） ヲ豊嘉某亨雪要鵠豊憲子件

［⊃　拡大を続ける産業・事業群の例

べ譜電照盟詳聖雫房望警霜雪窮営
業所が急増。

‾蔀商魂醍蘭訂羞鵠）
一　電気通信業（204％増）
一　労働者派遣業（200％増）
一　老人福祉事業（80％増）
－　ソフトウエア業（50％増）

【コラム／学生起業家のチャレンジ】

最低資本金規制の特例が、2月1日に施行され、
早速、大学生のAさん（24）は、韓国人留学生と
二人で起業しました。埼玉県関係のインキュベー
ション（起業支援）施設でチャレンジしています。
Aさんは、1年前に政府が支援する多摩起業家育成
フォーラム（＞entureeggSforum）で、ビジネスプ
ラン（事業計画）の練り方を学び、ファッション・
デザイナー支援ビジネスを立ち上げましたが残念な
がら失敗。でも、挫けることなく日韓連携で捲土重
来を期しています。
ちょっと前までの日本では、「失敗即退場」が厳
しい現実でしたが、ガッツある若者が失敗経験を積

みながらチャレンジを続けています？半導体の廃材
で太陽光発電の促進に貢献しようというAさんたら
のチャレンジと成功は、「起業に優しい日本」とい
う好循環に向けた一歩となるはずです。



産業再生に向けた取組み

一摩営資源の犀二生1儲覇好をJ敦カに嬉道もます

□　産業再生機構の創設（関係法案を今国会提出）
企業の再生策を樹立・実行する株式会社産業再生
機構を、存続期間を限定した上で（原則5年間）設

立。有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っ
ている事業者について、その事業者に係る債権を金
融機関等から買い取ること等を通じて、事業の再生
を支援。

□　事業再生等への支援拡充（関係法案を今国会提出）

一　現行の「事業再構築」（中核的事業の強化を
目指した事業）の支援に加え、「共同事業再
編」（複数の事業者が共同して行う過剰供給
構造の解消を目指した事業）、「経営資源再
活用」（他の事業者が事業を承継し、事業の
生産性向上を図る）等の支援を追加。

－　認定事業者に対する支援措置を充実
・商法の特例：現物出資等について財産価格

調査の免除、株主総会決議を必要としな

い「簡易組織再編」の範囲拡大、金銭ま

たは他の株式会社の株式を対価とした合

併（CaSh－OutmCr詳r）が可能、等
・税法の特例：現物出資に伴う譲渡益課税繰
延、欠損金の繰越期間延長（5年→7年）、

登録免許税の減免（会社新設・資本増加
0．7％→0．15％等）等。

【産業再生に向けた取組み】
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行財政改革・規制改革への取組み

一望緻き行財政変革1男離雛務革が盗んで＝ます

□　特殊法人改革の進展

一　特殊法人等整理合理化計画の具体化
・郵政事業の実質的な民営化の第一歩として、本
年4月1日から日本郵政公社がスタート。これに伴
い、簡易保健福祉事業団は廃止。
・石油公団については平成17年3月末を目途に廃止
（14年7月に関係法案成立）。住宅金融公庫について
は、平成19年3月末までに廃止予定（現在関係法案
を提出中）。また、新東京国際空港公団の民営化等
のための10法案を国会に提出。

特殊法人等向け財政支出について、14年度予算で

対前年度比約1兆1，帥0億円、15年度予算で対前年
度比1兆1，000億円（特殊法人等から移行する独立
行政法人等向けを除くと約2，400億円）を削減。

□　PFI事業の積極的な展開
一　基本方針策定（平成12年3月）以降に実施方針が策
定・公表されたPFI事業は、93件（国20件、公
共団体72件、その他公共法人1件平成15年3月14日
現在）

公務員宿舎（東京都北区、目黒区、名古屋市、枚
方市）、国立大学等（日大学14事業）、保育所
（市川市）、病院（高知市、近江八幡市）、中央
合同庁舎第7号館（千代田区）等、実績があがっ
てきている。

ロ　規制改革の推進
一　平成13年度からの総合規制改革会議による2年間の

葉警緬孟垂謹賀蓋革帯腰ら慧
【畢腿稲乳ビスへの民間企業の参入（ケアハウ
スの設置主体を民間企業等に拡大）
・市街地土壌汚染対策に係る新たなルール策定
（汚染土壌の調査・浄化等が制度化）

監聖警蕃緋覧幣轟鞄鼠竪堕姦笥
ロ　司法制度改革の推進

‾　訳套謹製栗舞品姦織翌讐凱軒諸
司法試験が開始等）。

‾　曹哲票聖肪浮県鳥こ馳
せることを目標等）等関連法案を今国会提出。

‾壁等撃醜鞄票鶴
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公共事業の改革に向けた丑組み

一機酌軌勿紡如妙を見直しが遷気ノでいます

□　公共事業関係長期計画、緊急措置法の見直し

国土交通関係の9本の公共事業関係長期計画を一
本化。計画策定の重点を従来の「事業量」からアウ
トカム目標に変更し、社会資本整備の重点化・効率
化を一層推進するとともに、事業閤連携を更に円滑
化。このため、現行の緊急措置法に基づく体系等を
見直し、社会資本整備重点計画法案を今国会に提出。
農林水産省及び環境省関係の長期計画も連携。

ロ　コスト縮減に向けた取組み等

国土交通省において総合的なコスト縮減の数値目
標（平成15年度からの5年間でマイナス15％）を新たに
設定。

一　最近5年間で実際の公共工事コストが18．4％減
（平成9～13年度、国土交通省関係。なお、施
策効果による低減は11．7％）。

－　公共事業の再評価により、最近4年間で合計
230事業が中止に（平成10～13年度、国土交通
省関係）。

【公共事業のコスト縮減に向けた取組み】
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